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　規　　　　則　

　公衆浴場法施行細則等の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和５年12月12日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府規則第37号

公衆浴場法施行細則等の一部を改正する規則

（公衆浴場法施行細則の一部改正）
第１条　公衆浴場法施行細則（昭和23年京都府規則第95号）の一部を次のように改正する。
　　第１条第２項ただし書を削り、同項第２号中「示すこと」を「示したものとする」に改め、同項第３号中「法」を
「公衆浴場法（昭和23年法律第139号）」に改める。
　　第２条中「第２条第１項」を「第１条の２第１項」に改める。
　　第３条中「第３条第１項」を「第２条第１項」に改める。
　　第４条中「第３条の２第１項」を「第３条第１項」に改める。
　　第７条を第８条とし、第６条を第７条とする。
　　第５条第１項中「（別記第５号様式）」を「（別記第６号様式）」に改め、同条第２項中「（別記第６号様式）」を「（別
記第７号様式）」に改め、同条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。
　第５条　省令第３条の２第１項に規定する届書は、別記第５号様式によるものとする。
　　別記第１号様式の注を次のように改める。
　　注　次の書類又は図面を添付してください。
　　　⑴　公衆浴場の構造設備の状況を明らかにした書類又は図面
　　　⑵　公衆浴場の周囲350メートルの区域内の状況を明らかにした図面（当該区域内に所在する公衆浴場の所在地

及びその所在地までの距離を示したものとする。）
　　　⑶　許可を受けようとする者が営業施設の所有権を有していない場合は、その所有権を有している者の承諾書又

は賃貸借契約書の写し
　　　⑷　申請者が法人の場合にあつては、定款又は寄附行為の写し
　　別記第６号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第７号様式とする。

　　別記第５号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を

規　　　　　則

○公衆浴場法施行細則等の一部を改正する
規則　 （生活衛生課）    1
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　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第６号様式とする。

　　別記第４号様式中「（第４条関係）」を「（第５条関係）」に改め、「年　月　日生」を削り、同様式に注として次の
ように加える。
　　注　分割により浴場業を承継した法人の定款又は寄附行為の写しを添付してください。
　　別記第４号様式を別記第５号様式とする。
　　別記第３号様式中「（第３条関係）」を「（第４条関係）」に改め、「年　月　日生」を削り、同様式に注として次の
ように加える。
　　注　合併後存続する法人又は合併により設立された法人の定款又は寄附行為の写しを添付してください。
　　別記第３号様式を別記第４号様式とする。
　　別記第２号様式中「（第２条関係）」を「（第３条関係）」に改め、同様式を別記第３号様式とし、別記第１号様式の
次に次の１様式を加える。

　第２号様式（第２条関係）
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（京都府旅館業の適切な実施の確保等に関する条例施行規則の一部改正）
第２条　京都府旅館業の適切な実施の確保等に関する条例施行規則（昭和33年京都府規則第15号）の一部を次のように
改正する。
　　第２条の見出し中「様式」を「様式等」に改め、同条第２項中「次」を「省令第１条第２項に定めるもののほか、
次」に改め、ただし書を削り、同項第２号中「もの」を「ものとする。」に改める。
　　第３条の前の見出し中「様式」を「様式等」に改め、同条中「第２条第１項」を「第１条の３第１項」に改め、同
条に次の１項を加える。
　２　前項の申請書には、省令第１条の３第２項に定めるもののほか、譲受人が法第３条第２項各号に該当しないとき
は、その旨の宣誓書を添付しなければならない。

　　第４条中「第３条第１項」を「第２条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。
　２　前項の申請書には、省令第２条第２項に定めるもののほか、合併後存続する法人若しくは合併により設立される
法人又は分割により旅館業を承継する法人が法第３条第２項各号に該当しないときは、その旨の宣誓書を添付しな
ければならない。

　　第６条を削る。
　　第５条第１項中「（別記第４号様式）」を「（別記第５号様式）」に改め、同条第２項中「（別記第５号様式）」を「（別
記第６号様式）」に改め、同条を第６条とする。
　　第４条の次に次の１条を加える。
　第５条　省令第３条第１項に規定する申請書は、別記第４号様式によるものとする。
　２　前項の申請書には、省令第３条第２項に定めるもののほか、申請者が法第３条第２項各号（第７号を除く。）に
該当しないときは、その旨の宣誓書を添付しなければならない。

　　第10条を第11条とし、第９条を第10条とする。
　　第８条中「第10条」を「第11条」に改め、同条を第９条とし、第７条を第８条とする。
　　第６条の次に次の１条を加える。
　（宿泊者名簿に記載すべき事項）
　第７条　省令第４条の２第３項第２号に規定する都道府県知事が必要と認める事項は、到着年月日、出発年月日、年
齢、前宿泊地及び行先地とする。

　　別記第１号様式中「代表者」を「代表者の」に、「・簡易宿所営業・」を「／簡易宿所営業／」に改め、同様式の
注を次のように改める。
　　注　次の書類又は図面を添付してください。
　　　⑴　営業施設の構造設備を明らかにする図面
　　　⑵　申請者が旅館業法第３条第２項各号に該当しないときは、その旨の宣誓書
　　　⑶　営業施設の設置場所の周囲150メートルの区域内の状況を明らかにした図面（当該区域内に所在する旅館業

法第３条第３項各号に規定する施設の所在地及びその所在地までの距離を示したものとする。）
　　　⑷　水道法に基づく水道事業者等から飲用に供する水を供給されていない場合にあつては、水質検査成績書
　　　⑸　申請者が法人である場合にあつては、定款又は寄附行為の写し
　　別記第５号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第６号様式とする。

　　別記第４号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第５号様式とする。

　　別記第３号様式中「（第４条関係）」を「（第５条関係）」に、「下記のとおり旅館業法第３条の３第１項の規定によ
る相続により」を「旅館業法第３条の４第１項の規定により、下記のとおり相続による」に改め、同様式の注の⑶中
「旅館業法」を「申請者が旅館業法」に改め、同様式を別記第４号様式とする。
　　別記第２号様式中「（第３条関係）」を「（第４条関係）」に改め、「年　月　日生」を削り、「下記のとおり旅館業法
第３条の２第１項の規定による合併又は分割により」を「旅館業法第３条の３第１項の規定により、下記のとおり合
併又は分割による」に、「該当内容」を「該当」に改め、同様式の注の⑴中「承継した法人の登記簿の謄本」を「承
継する法人の定款又は寄附行為の写し」に改め、同様式の注の⑵中「申請者」を「合併又は分割により当該営業を承
継する法人」に改め、同様式を別記第３号様式とし、別記第１号様式の次に次の１様式を加える。



号外　第36号　令和５年12月12日　火曜日　　　

4

京  都  府  公  報

　第２号様式（第３条関係）

（理容師法施行細則の一部改正）
第３条　理容師法施行細則（昭和34年京都府規則第３号）の一部を次のように改正する。
　　第６条を次のように改める。
　（開設届出書）
　第６条　理容師法施行規則（平成10年厚生省令第４号。以下「省令」という。）第19条第１項に規定する開設の届出
書の様式は、別記第２号様式とする。

　　第８条中「別記第５号様式」を「別記第８号様式」に改め、同条を第10条とし、第７条を第９条とし、第６条の次
に次の２条を加える。
　（変更等届出書）
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　第７条　省令第20条に規定する変更の届出書及び法第11条第２項に規定する廃止の届出書の様式は、別記第３号様式
とする。

　（承継届出書）
　第８条　省令第20条の２第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第４号様式とする。
　２　省令第21条第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第５号様式とする。
　３　省令第22条第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第６号様式とする。
　４　省令第22条の２第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第７号様式とする。

　　別記第２号様式中「 」を

「

」

に、「しますので届け出ます」を

 「するので届け出る」に、「代表者の」を「代表者の職・」に改め、同様式の注の１を削り、同様式の注の２中「又は
理容師法施行規則（平成10年厚生省令第４号）第19条第１項第６号の」を「その他」に改め、同様式の注中２を１と
し、３を２とし、同様式の注の４ただし書を削り、同様式の注の４の⑴中「２」を「１」に改め、同様式の注の４の
⑷を次のように改める。
　　　　　⑷　開設者が外国人の場合は、住民票の写し（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定す

る国籍等を記載したものに限る。）
　　別記第２号様式の注中４を３とする。
　　

別記第３号様式中「（第６条関係）」を「（第７条関係）」に、

「

」

を

「

」

に、「しましたから」を「したので、」に改める。

　　別記第４号様式を次のように改める。
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　第４号様式（第８条関係）

　　別記第５号様式中「（第８条関係）」を「（第10条関係）」に、「行いましたので」を「行つたので、」に、「第８条の」
を「第10条の」に改め、同様式を別記第８号様式とし、別記第４号様式の次に次の３様式を加える。
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　第５号様式（第８条関係）
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　第６号様式（第８条関係）
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　第７号様式（第８条関係）
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（美容師法施行細則の一部改正）
第４条　美容師法施行細則（昭和34年京都府規則第４号）の一部を次のように改正する。
　　第６条を次のように改める。
　（開設届出書）
　第６条　美容師法施行規則（平成10年厚生省令第７号。以下「省令」という。）第19条第１項に規定する開設の届出
書の様式は、別記第２号様式とする。

　　第８条中「別記第５号様式」を「別記第８号様式」に改め、同条を第10条とし、第７条を第９条とし、第６条の次
に次の２条を加える。
　（変更等届出書）
　第７条　省令第20条に規定する変更の届出書及び法第11条第２項に規定する廃止の届出書の様式は、別記第３号様式
とする。

　（承継届出書）
　第８条　省令第20条の２第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第４号様式とする。
　２　省令第21条第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第５号様式とする。
　３　省令第22条第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第６号様式とする。
　４　省令第22条の２第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第７号様式とする。

　　別記第２号様式中「 」を

「

」

に、「しますので届け出ます」を

 「するので届け出る」に、「代表者の」を「代表者の職・」に改め、同様式の注の１を削り、同様式の注の２中「又は
美容師法施行規則（平成10年厚生省令第７号）第19条第１項第６号の」を「その他」に改め、同様式の注中２を１と
し、３を２とし、同様式の注の４ただし書を削り、同様式の注の４の⑴中「２」を「１」に改め、同様式の注の４の
⑷を次のように改める。
　　　　　⑷　開設者が外国人の場合は、住民票の写し（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の45に規定す

る国籍等を記載したものに限る。）
　　別記第２号様式の注中４を３とする。
　　

別記第３号様式中「（第６条関係）」を「（第７条関係）」に、

「

」

を

「

」

に、「しましたから」を「したので、」に改める。

　　別記第４号様式を次のように改める。
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　第４号様式（第８条関係）

　　別記第５号様式中「（第８条関係）」を「（第10条関係）」に改め、「行いましたので」を「行つたので、」に、「第８条の」
を「第10条の」に改め、同様式を別記第８号様式とし、別記第４号様式の次に次の３様式を加える。
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　第５号様式（第８条関係）
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　第６号様式（第８条関係）
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　第７号様式（第８条関係）
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（クリーニング業法施行細則の一部改正）
第５条　クリーニング業法施行細則（昭和52年京都府規則第22号）の一部を次のように改正する。
　　第５条に次の１項を加える。
　４　施行規則第２条の５第１項に規定する地位の承継の届出書の様式は、別記第５号様式の２とする。
　　

別記第１号様式の（その１）中

「

」

を

「

」

に、「しますので届け出ます」

　を「するので届け出る」に、

「

」

を

　「

」

に、「代表者」を「代表者の職・」に、

　「

」
　を
　「

」
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　に改め、同様式の（その１）の注を次のように改める。
　　注　平面図及び付近の見取図を添付してください。
　　

別記第１号様式の（その２）中

「

」

を

「

」

に、「しますので」を「す

　

るので」に、「代表者」を「代表者の職・」に、

「

」

を

「

」

に、

　「

」

　を
　「

」
　に改め、同様式の（その２）の注中１を削り、２を１とし、その次に次のように加える。
　　　　２　業務用車両内部の平面図及び自動車の保管場所が確保されていることを明らかにする警察署長の証明書の

写しを添付してください。
　　別記第１号様式の（その２）の注の３を削る。
　　

別記第２号様式の（その１）及び（その２）中

「

」

を
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　「

」

に、「しましたから」を「したので」に改める。

　　別記第５号様式の（その１）中「代表者」を「代表者の職・」に、「承継したので」を「承継したので、」に、
　「

」
　を
　「

」
　に改め、同様式の（その１）の注の⑴中「登記簿の謄本」を「登記事項証明書」に改め、同様式の（その１）の注の⑵中「数、
所在地、従業者数」を「名称、所在地、従事者数」に改め、同様式の（その２）中「代表者」を「代表者の職・」に、
「承継したい」を「承継した」に改め、同様式の（その２）の注の⑴中「登記簿の謄本」を「登記事項証明書」に改
め、同様式の（その２）の注の⑵中「数、業務用車両、営業区域、従事者数及び」を「名称、業務用車両の保管場所
及び自動車登録番号又は車両番号、営業区域、従事者数並びに」に改め、同様式を別記第５号様式の２とする。
　　別記第４号様式の（その１）中「代表者」を「代表者の職・」に、「承継したので」を「承継したので、」に、
　「

」
　を
　「

」
　に改め、同様式の（その１）の注の⑴中「登記簿の謄本」を「登記事項証明書」に改め、同様式の（その１）の注の⑵中「数、
所在地、従業者数」を「名称、所在地、従事者数」に改め、同様式の（その２）中「代表者」を「代表者の職・」に、
「承継したい」を「承継した」に改め、同様式の（その２）の注の⑴中「登記簿の謄本」を「登記事項証明書」に改
め、同様式の（その２）の注の⑵中「数、業務用車両、営業区域、従事者数及び」を「名称、業務用車両の保管場所
及び自動車登録番号又は車両番号、営業区域、従事者数並びに」に改め、同様式を別記第５号様式とする。
　　別記第３号様式の（その１）中「承継したので」を「承継したので、」に、
　「

」
　を
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　「

」
　に改め、同様式の（その１）の注の⑶中「数、所在地、従業者数」を「名称、所在地、従事者数」に改め、同様式の（そ
の２）中「承継したい」を「承継した」に、「相続開始」を「相続開始の」に改め、同様式の（その２）の注の⑶中「数、
業務用車両、営業区域、従事者数及び」を「名称、業務用車両の保管場所及び自動車登録番号又は車両番号、営業区
域、従事者数並びに」に改め、同様式を別記第４号様式とし、別記第２号様式の次に次の１様式を加える。

　第３号様式（第５条関係）
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　　  （その２）

（京都府保健所長に権限を委任する規則の一部改正）
第６条　京都府保健所長に権限を委任する規則（昭和55年京都府規則第21号）の一部を次のように改正する。
　　別表の４の表旅館業法（昭和23年法律第138号）の項の⑵から⑷までの規定中「の規定」を「（第３条の２第２項、
第３条の３第２項及び第３条の４第２項において準用する場合を含む。）の規定」に改め、同項中⑼を⑽とし、⑻を
⑼とし、⑺を⑻とし、⑹の次に次のように加える。
　　⑺　第３条の４第１項の規定により営業の承継を承認すること。
　　別表の４の表公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例（昭和31年京都府条例第12号）の項を削り、同表美容師法
（昭和32年法律第163号）の項の⑸中「第14条」を「第14条第１項」に改め、同表京都府住宅宿泊事業の適切な実施
の確保等に関する条例（平成30年京都府条例第11号）の項の次に次のように加える。
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（興行場の設置場所の基準等に関する条例施行規則の一部改正）
第７条　興行場の設置場所の基準等に関する条例施行規則（昭和59年京都府規則第62号）の一部を次のように改正する。
　　第１条第１項ただし書を削り、同項第４号中「構造又は設備」を「構造設備」に改め、同条第２項ただし書を削り、
同項第３号中「法人」を「申請者が法人の場合」に改め、同項第４号を削り、同項第５号中「前各号」を「前３号」
に改め、同号を同項第４号とする。
　　第９条第１項中「（別記第８号様式）」を「（別記第９号様式）」に改め、同条を第10条とし、第８条を第９条とし、
第７条を第８条とする。
　　第６条中「（別記第７号様式）」を「（別記第８号様式）」に改め、同条を第７条とする。
　　第５条第１項中「興行場営業を営む者（以下「営業者」という。）」を「営業者」に、「（別記第５号様式）」を「（別
記第６号様式）」に改め、同条第２項中「（別記第６号様式）」を「（別記第７号様式）」に改め、同条を第６条とする。
　　第４条第１項中「（別記第４号様式）」を「（別記第５号様式）」に改め、同条を第５条とする。
　　第３条の前の見出しを削り、同条第１項中「（別記第３号様式）」を「（別記第４号様式）」に改め、同条を第４条と
し、第２条の次に次の見出し及び１条を加える。
　（営業承継の届出）
　第３条　法第２条の２第２項の規定により譲渡による営業者（法第２条第１項の許可を受けて興行場営業を営む者を
いう。以下同じ。）の地位の承継の届出をしようとする者は、興行場営業承継届出書（別記第３号様式）を知事に
提出しなければならない。

　２　前項の興行場営業承継届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
　　⑴　営業の譲渡が行われたことを証する書類
　　⑵　届出者が法人の場合にあつては、代表者の資格を証する書類及び定款又は寄附行為の写し
　　別記第１号様式中「、興行場法」を「興行場法」に改め、同様式の注を次のように改める。
　　注　次の書類又は図面を添付してください。
　　　⑴　興行場の構造設備の状況を明らかにした書類又は図面
　　　⑵　興行場の周囲200メートルの区域内の状況を明らかにした図面
　　　⑶　申請者が法人の場合にあつては、代表者の資格を証する書類及び定款又は寄附行為の写し
　　別記第８号様式中「（第９条関係）」を「（第10条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第９号様式とする。

　　別記第７号様式中「（第６条関係）」を「（第７条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第８号様式とする。

　　別記第６号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式を別記第７号様式とする。

　　別記第５号様式中「（第５条関係）」を「（第６条関係）」に、「　　　　　　　　　　　年　月　日生」を
　「　　　　　　　　　　　年　月　日生
　　（個人の場合のみ記載してください。）」

に改め、同様式に注として次のように加える。

　　注　変更後の構造設備の状況を明らかにした書類又は図面を添付してください。
　　別記第５号様式を別記第６号様式とする。
　　別記第４号様式中「（第４条関係）」を「（第５条関係）」に改め、「年　月　日生」を削り、「又は分割により消滅し
た」を「により消滅した」に改め、同様式に注として次のように加える。
　　注　代表者の資格を証する書類及び定款又は寄附行為の写しを添付してください。
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　　別記第４号様式を別記第５号様式とする。
　　別記第３号様式中「（第３条関係）」を「（第４条関係）」に改め、同様式を別記第４号様式とし、別記第２号様式の
次に次の１様式を加える。

　第３号様式（第３条関係）
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（京都府手数料徴収条例施行規則の一部改正）
第８条　京都府手数料徴収条例施行規則（平成12年京都府規則第３号）の一部を次のように改正する。
　　別表第２の53の項を次のように改める。
　

（食品衛生法施行細則の一部改正）
第９条　食品衛生法施行細則（平成12年京都府規則第12号）の一部を次のように改正する。

　　別表第３の１の項中

「

」

を

「

」

に改め、同表の２

　の項から４の項までの規定中

「

」

を

「

」

に改め、同

　表の５の項中

「

」

を

「

」

に改め、同表の６の項中

　「

」

を

「

」

に改め、同表の７の項から10の項までの

　規定中

「

」

を

「

」

に改め、同表の11の項及び12の項
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　中

「

」

を

「

」

に改め、同表の13の項から15の項まで

　の規定中

「

」

を

「

」

に改め、同表の16の項中

　「

」

を

「

」

に改め、同表の17の項から19の項までの

　規定中

「

」

を

「

」

に改め、同表の20の項及び21の項

　中

「

」

を

「

」

に改め、同表の22の項から24の項まで

　の規定中

「

」

を

「

」

に改め、同表の25の項から28の

　項までの規定中

「

」

を

「

」

に改め、同表の29の項中



号外　第36号　令和５年12月12日　火曜日　　　

24

京  都  府  公  報

　「

」

を

「

」

に改め、同表の30の項中

　「

」

を

「

」

に改め、同表の31の項中

　「

」

を

「

」

に改め、同表の32の項中

　「

」

を

「

」

に改める。

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和５年12月13日から施行する。
（施行前にされた申請等に関する経過措置）
２　別段の定めがあるものを除き、この規則（第６条、第８条及び第９条を除く。附則第11項において同じ。）による
改正後のそれぞれの規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後にされる申請又は届出につ
いて適用し、同日前にされた申請又は届出については、なお従前の例による。
（公衆浴場法施行細則の一部改正に伴う経過措置）
３　生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律（令和５
年法律第52号。以下「旅館業法等改正法」という。）附則第７条第１項の規定の適用を受ける者が行う浴場業の営業
の許可の申請については、第１条の規定による改正後の公衆浴場法施行細則第１条第２項及び別記第１号様式の規定
にかかわらず、施行日以後も、なお従前の例による。
（京都府旅館業の適切な実施の確保等に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）
４　旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の許可を受けて旅館業を営む者から施行日前に当該旅館業を譲り
受けた者が行う旅館業の営業の許可の申請については、第２条の規定による改正後の京都府旅館業の適切な実施の確
保等に関する条例施行規則第２条第２項及び別記第１号様式の規定にかかわらず、施行日以後も、なお従前の例によ
る。
（理容師法施行細則の一部改正に伴う経過措置）
５　旅館業法等改正法附則第５条第１項の規定の適用を受ける者が行う理容所の開設の届出については、第３条の規定
による改正後の理容師法施行細則別記第２号様式の規定にかかわらず、施行日以後も、なお従前の例による。
（美容師法施行細則の一部改正に伴う経過措置）
６　旅館業法等改正法附則第９条第１項の規定の適用を受ける者が行う美容所の開設の届出については、第４条の規定



号外　第36号　令和５年12月12日　火曜日　　　

月額購読料 2,930円 25

京  都  府  公  報

による改正後の美容師法施行細則別記第２号様式の規定にかかわらず、施行日以後も、なお従前の例による。
（クリーニング業法施行細則の一部改正に伴う経過措置）
７　旅館業法等改正法附則第８条第１項の規定の適用を受ける者が行うクリーニング所の開設の届出については、第５
条の規定による改正後のクリーニング業法施行細則別記第１号様式の規定にかかわらず、施行日以後も、なお従前の
例による。
（興行場の設置場所の基準等に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）
８　旅館業法等改正法附則第６条第１項の規定の適用を受ける者が行う興行場営業の許可の申請については、第７条の
規定による改正後の興行場の設置場所の基準等に関する条例施行規則第１条及び別記第１号様式の規定にかかわら
ず、施行日以後も、なお従前の例による。
（京都府手数料徴収条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）
９　クリーニング業法（昭和25年法律第207号）第５条の２の確認を受けたクリーニング所の開設者から施行日前に当
該クリーニング所の営業を譲り受けた者が当該クリーニング所の検査を受けようとする場合（クリーニング所の構造
設備に変更がない場合に限る。）の検査に係る手数料については、なお従前の例による。
（食品衛生法施行細則の一部改正に伴う経過措置）
10　食品衛生法（昭和22年法律第233号）第55条第１項の許可を受けて営業を営む者から施行日前に当該営業を譲り受
けた者が当該営業の許可を受けようとする場合（営業施設の構造設備に変更がない場合に限る。）の申請に係る手数
料については、なお従前の例による。
（様式に関する経過措置）
11　この規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づく様式による用紙は、当分の間、この規則による改正後のそ
れぞれの規則の規定に基づく様式による用紙とみなし、所要の調整をして使用することができる。


